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日本消費者教育学会    2010 年 11月 25日 

 
関東支部ニュース No.１（2011 年度） 

 
関東支部事務局 112-8681 東京都文京区目白台２－８－１ 

                          日本女子大学 80 年館 A 棟 5 階 
消費生活研究室 （細川幸一研究室）内  

                        TEL/FAX  03-5981-3487   
                           

              

2011 年度関東支部総会・シンポジウムのお知らせ 

下記の通り開催いたします。ぜひご出席ください。 

場 所 日本女子大学目白キャンパス 百年館低層棟２０４教室 

日 時 ２０１０年１２月１１日（土）１３時００分～１６時００分 

 

支 部 総 会 ：１３時００分～１３時４５分 

 

シンポジウム：１４時００分～１６時００分 

             リレートーク「私の考える『消費者教育学』」 

企画趣旨：学会が今年 30 周年を迎えた。会員第一世代は既存の学問に軸足を置きつつ、消費者

教育学に関心を持ってきたと思われますが、第二世代、第三世代が活躍してきています。消費

者教育学とは独自の専門領域として存在し得るものなのか、あるいは複合的な領域なのか・・・

それぞれの専門分野を生かして消費者教育学会で活躍されている支部会員にお話いただき、フ

ロアからの発言も期待しながら、学会の存在意義を考える足元を固めていこうと考えています。

皆様の参加をお待ちしています。 

発言者：   教育学領域から   ：松葉口玲子（横浜国立大学） 

       家政学領域から   ：木村静枝（元・相模女子大学） 

       経済学領域から   ：西村隆男（横浜国立大学） 

       法学領域から     ：鈴木深雪（元・日本女子大学） 

       企業経営領域から  ：高橋明子（元・相模女子大学） 

       消費者相談領域から：磯村浩子（武蔵野学院大学） 

         司会進行   ：細川幸一（日本女子大学） 

第 30 回全国大会終わる 

 関東支部が事務局を引き受け、計画された日本消費者教育学会第 30 回全国大会が無事終了い

たしました。第一日目の 30 周年記念シンポジウム「消費者庁時代の消費者教育～消費者市民社

会の実現を目指して」には 160 名余の参加者がありました。 

一日目は、ノルウェー・へードマルク大学准教授の基調講演「ヨーロッパにおける消費者市

民教育」 につづき、パネルディスカッション「消費者教育から消費者市民教育への挑戦」が行

なわれました。総会では 30 年間の学会の進展に貢献された方々への感謝状の授賞式が行なわれ、

海外からは、ハイコ・ステファン博士、鄭光謨・韓国消費者連盟会長がお見えなり、西村会長

から直接感謝状が手渡されました。懇親会には末松義規・内閣府副大臣もお越しになりました。

また、ポスターセッションも開催され、19 本のポスター発表がありました。 

2 日目は、3つの会場に分かれて 30 の研究発表が行なわれました。こちらも会員以外の参加
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者も多く、賑やかな研究発表となりました。 

会場校をお引き受けいただいた東京都市大学・中原秀樹先生はじめ、ご尽力いただいた関東

支部の皆様には厚く御礼申し上げます。 

 消費者庁で消費者教育推進会議が始まる 

平成２２年３月に閣議決定された消費者基本計画は、その具体的施策（８７）において、「消

費者庁のリーダーシップのもと、関係省庁、学識経験者、消費者団体、教育関係者等をメンバ

ーとする『消費者教育推進会議』を新たに開催し、これまでに蓄積された研究・実践の成果を

生かして小学生から大学生、そして成人に至るまでの多様な消費者教育を、連携して体系的に

進める体制を確立します。推進会議においては、社会教育における指針を各省庁で共有し普及

させるなど施策の推進を図るとともに、関係省庁の消費者教育についての知見を共有しつつ、

関係省庁が作成する消費者教育用教材や取組等の体系化を推進します。また、消費者教育に関

する法制の整備について検討を行います。」と定めています。  

１１月２２日午前10時から消費者庁で第1回消費者教育推進会議が開催されました。会長は末

松義規・内閣府副大臣、副会長は笠浩史・文部科学大臣政務官で、17名の委員（学識経験者、

消費者団体代表、学校関連団体代表等）と4名の行政委員（福嶋浩彦消費者庁長官、松田敏明消

費者庁次長、板東久美子文部科学省生涯学習政策局長、山中伸一文部科学省初等中等教育局長）

で会議は構成されています。委員には本学会からは、色川卓男・静岡大学教育学部教授、鶴田

敦子・聖心女子大学文学部教授、西村隆男・横浜国立大学教育人間科学部教授、細川幸一・日

本女子大学家政学部教授が就任しています。 

検討事項については、「消費者基本計画における消費者教育に係る具体的施策の実施状況につ

いて関係省庁からの報告を求め、消費者教育を推進するための方策に関し、十分に機能してい

るか、より効果的な手法はないかなどについて評価する等の観点から議論を行うとともに、そ

の結果を各主体間で共有し、施策、取組に反映させるなど、様々な主体が協力して消費者教育

を体系的に進めるための方策を検討する」とされ、毎年度３～４回程度のペースで開催予定と

なっています。 

支部会費納入のお願い 

皆さまには学会の会費（年間 10,000 円）に加え、支部会費として年間 3,000 円（学生 1,000

円）のご負担をいただいております。本年 10 月 1 日より 2011 年度となりましたので、2011 年

度支部会費の納入をお願いいたします。振込用紙をこのニュースレターとともに同封しており

ます。過年度の未払いがある方は振込用紙の備考欄に記載しています。不明な点、事実と異な

る場合等は事務局まで御連絡ください。請求書をご希望の方は事務局までお知らせください。 

また、銀行からも振込みが可能となりました（同封の振込み用紙は使えません）。郵便局、銀

行からの振り込みとも手数料はご負担いただいております。ご了承ください。 

 

●銀行から振り込む場合● 

 銀行名：ゆうちょ銀行 支店名：〇一九（支店名が「ゼロイチキュウ」となります） 

口座の種類：当座   口座番号：０６０８８２９ 

  

ご注意：学会本部への会費（年間 10,000 円）の振込みは先日、各会員に郵送されました『日本消費者教

育学会会報』の綴じ込み振込み用紙にて学会本部にお支払いいただくようになっております。今回のご

請求は関東支部会費（年間：正会員 3,000 円、学生 1,000 円）のみですので、ご注意ください。 


